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改革活動の実効性と効果を高める方法 
BPM（Business Process Management）の先進事例、技術を紹介する第 13 回「BPM フォーラム

2018」が、2018年 11月 7日（水）に、東京・千代田区・丸の内 JPタワー ホール＆カンファレンスで、開催

されました。この中で、（株）エル・ティー・エスから、BPM を活用する改革活動の実効性と効果を

高めるポイントについて講演がありました。 

 

 変化に対応できる体制を構築する 

 業務改善に有効なツールやテクノロジーが注目され、多くの

企業で改革活動が進められるようになりました。しかし、プロ

ジェクトを立ち上げてみたものの効果が得られない、または効

果が限定的になってしまうというケースが多く見受けられます。

それらの原因の多くは、会社のミッション・経営側で決定した

ミッションの「目指す方向性の明確化」をせずにプロジェクト

を開始してしまうなど、プロジェクトの立ち上げ時の取り組み

に起因しています。効果的な改革活動を進めるためには「マネ

ジメントや組織の壁」を超えた施策、「個人や部署の限定的な改

善」を超えた目的ベースのアプローチが不可欠です。本講演で

は、最新の事例を踏まえて自律・継続する改革活動を 4 つのス

テップで解説します。 

 

1. 目指す方向を描く 

 改革活動の一歩目は目指す方向性を描くことから始まります。

現状を正しく認識し目指す姿を明確化することで、両者のギャ

ップを問題として認識できます。 

事業の全体俯瞰図を作成し、組織と機能の関係性、大まかな

視点で事業全体で起きている問題と課題を把握し、企業活動の

中でどのように取り組んでいくかを検討します。 

俯瞰図（プロセスマップ） 

目指す方向性は、

業務単位・機能単位など具体的な業務イメージが想起できるレ

ベルで設定することがポイントです。 

目指す方向性のイメージ 

2. 本質的なボトルネックを特定する 

次に、組織のミッションや目標をおさえた上で、組織を取り

巻く登場人物とその組織・機能のアウトプットを把握します。

問題ツリー※などを活用し事象を構造化することで、目的を達

成するための本質的なボトルネックとその影響を把握します。

特定したボトルネックを改善することで生じる「経営へのイン

パクト」や、ボトルネックを改善するために変えなければなら

ない社内制度や方針などの「制約」など、定量・定性でのイン

パクトを把握し影響箇所を説明できる状態になることで、実効

性を担保し何をすべきか意思決定ができるようになります。 

問題ツリーは、本質的なボトルネックとその影響が容易に把握

できるため、経営側への説明時に活用することもお薦めめです。 

 

3. 変革のステップを決める 

目指す方向性とやるべきことが明確化されれば、施策のステッ

プを決めることができます。企業活動は、効果が高く難易度の

高い『ミッション・目標』『アウトプット』『プロセス・組織・

人』の順番に進められるため、施策も原則として『ミッション・

目標』から取り組んでいきます。最終的なゴールや途中のトラ

ンジションを見据えて、取り組みのテーマごとに“変化に強い

組織”に向けた中長期での取り組みを設定していきます。ここ

での注意点は、改革活動の取り組みテーマが大きくなりすぎて

しまうと社内からの理解を得られずプロジェクトが頓挫してし 
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まうことがあるため、会社の文化や状況などを踏まえて現実的

な進め方に落とし込んでいくことです。また、短期的な改革活

動の成功体験を社内で共有し現場のモチベーションを上げてい

くことも大切です。 

  

4. 実行体制を決める 

 例えば改革活動で設定したミッションは、事業や部門の目標

よりも大きな単位となるため、自ずと組織を超えた活動になり

ます。組織や業務・機能を超えた取り組みでは、目的に合わせ

て最適な体制を構築することが大切です。しかし、どのような

企業でも組織間の壁が存在します。そこで、正しい意思決定が

できる状態にするために、経営側をしっかりと巻き込むことが

ポイントとなってきます。 

実行体制のチェック観点 

組織間を跨ぐ取り組みは、テーマに応じた最適な人員アサイ

ン、権限の付与、評価制度との連動も不可欠なため、権限・権

威や人事制度などの後押しが必要となります。 

 

 まとめ＜プロジェクト開始前の 4つのステップ＞ 

効果的な改革活動を進めるためにプロジェクト開始前に取り組

む 4つのステップについてご紹介しました。この各ステップは、

1 から順に取り組むことで次のステップをクリアする条件がそ

ろっていきます。今回の取り組みの最終的な目的である『プロ

ジェクト開始』に向け、着実にステップを踏んで改革活動を進

めていきましょう。 

 

 外部コンサルの活用の考え方 

ここまで説明してきた取り組みの推進にあたって、外部支援

を必要とする場合もあるかと思います。しかし、業務改革は一

過性で終わるものではなく継続的に生産性を高めていく活動で

すので、長期間に渡り完全に外部に依存するのは不健全です。

そのため、自社での自走を前提に外部を活用していくことがポ

イントです。 

例えば、自社内で体制を構築し外部コンサルがアドバイザリ

ーで後方支援をするケースでは、活動が軌道に乗り効果が出る

までに 2～3年かかります。この時間軸を経営側が許容してくれ

ればいいですが、実際は数か月という短い時間軸で成果を要求

されます。このような場合は、短期的にコンサルや外部人材を

活用し、中長期的には自社人材の育成により推進していくとい

うスタンスで内部体制を構築していきます。また、自社内のみ

で体制を構築して活動を進めていくとおのずと過去の慣習や業

界常識に囚われ視野が狭くなりますので、外からの視点を取り

入れるために外部を活用していけば、効率的に改革活動の成果

を最大化できるのではないかと思います。 

時間や自社の体制が不足している場合は短期的に外部人材

を活用し、自社内で体制が構築できる場合は外部の視点をうま

く活用していく、といった考え方で改善活動を進めていただけ

ればと思います。 

※問題ツリー 

TOC 思考プロセスをツリー状にしたもの。TOC 思考プロセスとは『ザ・ゴール 2―思考プロセス』（エリヤフ・ゴールドラット著、三本木亮訳、ダイアモンド社。2002 年）で紹介されたボトルネックの

特定、ソリューションの立案、アクションプランの策定を目的とする組織的な問題解決方法。 

『事業性評価実践講座―銀行員のためのMQ会計×TOC』（相馬裕晃著、中央経済社。2017年）を参考に図を作成。 

【お問い合わせ先】 

株式会社エル・ティー・エス 

URL： https://lt-s.jp  

E-mail： info@lt-s.jp 

TEL： 03-5312-7010（代表） 

 


